
 

 大船渡市議会第２回定例会 市政に対する一般質問 ６月１７日の 日本共産党大船渡市議団 の論戦続報です。 

 
 滝田松男議員は、昨年３月に公共施設等個別施設計画が策定されたが、３箇所の主要施設、市庁舎、市民体育館、市営球場の財源見通しが重

要と思うが、大規模改修等の検討がどうなっているか、と質問しました。 

 市当局は、総合計画実施計画等との整合を図り、健全財政の維持を第一に、国･県補助金や有利な地方債の活用、基金への積み立て、既存事業

の選択と集中など実施時期や財源等を見極めてまいりたい、と答弁しました。 

 

 滝田議員は、公共施設は地域･コミュニティの核となるものだけに、計画段階から市民の

意向をしっかりと聞き、市民と協議しながら作るべきとして、市当局の見解を質しました。 

 市当局は、公共施設の建て替え等に係る計画立案の段階から、市民や関係団体、施設

利用者等を対象とした

説明会、懇談会また

はワークショップの開

催を始め、市議会全

員協議会での協議や

パブリックコメントの実

施により、事業を取りま

とめていく、と答弁しました。 

 

 
 山本和義議員は、初めてとなる過疎対策事業債の有効活用について質問しました。 

 

 山本議員は、今年度から施行された、｢過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法｣の対象自治体に、大船渡市も該当することになった。

過疎対策事業債は、充当率１００％、その元利償還金の７０％は普通交付税で措置される。施設整備だけでなく、暮らしと営業への支援策、福祉の充

実などソフト的事業にも有効活用して

いくことが重要と考えるが、今年度の

過疎対策事業債の規模･金額、基本

的な活用方針、予定される具体的施

策について質問しました。 

 市当局は、今年度の国全体の過疎

対策事業債計画額は５,０００億円。現

在、大船渡市過疎地域持続的発展計

画（案）の策定作業を進めていて、活

用事業、金額等は未定だが、一般財

源で対応する予定の事業に過疎対策

事業債を充当する方法、地方債活用

予定の事業を、より財政的に有利な過

疎対策事業債への振替を行う方法を考えている、と答弁しました。 
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 ７月１８日、日本共産党東北ブロック一斉宣伝の一環と

して、日本共産党大船渡市議団は、三陸町で街頭演説

を行いました。原発汚染処理水海洋放出方針撤回、コ

ロナ対策強化･五輪中止、大雨土砂災害が懸念される

吉浜の大規模太陽光発電事業阻止、衆院選比例東北

での日本共産党躍進などを訴えました。 

 支援者がビラ配布宣伝を行いました。 

 

☆ 「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」 概要（大船渡市関連） 
 「過疎地域自立促進特別措置法」（旧法）が今年３月末で期限切れとなり、４月から基準などが見直

された、この新法が施行された（１０年間の時限立法） 

 長期の人口減少率基準年の見直し： 昭和３５年→昭和５０年 

 長期の人口減少率要件緩和： ２８％→２３％（昭和５０年と平成２７年国勢調査の比較・４０年間）、 

  大船渡市 ２３.４％ 

 財政力指数（基準財政収入額／基準財政需要額 過去３年間平均）： ０.５１（市町村平均）以下、 

  大船渡市 ０.４６５ 

 過疎地域該当市町村数： 全国８２０、岩手県２５（沿岸部と県北地域中心） 

 支援措置： 過疎対策事業債（充当率１００％、元利償還の７０％を交付税措置、市の負担３０％） 

  国庫補助金の補助率かさ上げ（統合に伴う市立小中学校校舎の整備等）、など 

 ＊大船渡市の場合、若年者（１５歳以上３０歳未満）比率が１１％以下に低下したことが、初めて過疎

地域に該当する大きな要因となった。 

気仙郡住田町を舞台にくり広げられる癒しの物語 

『わが心、高原にあり』 
地元作家・野里 征彦・作  税込１,４００円 

ブックポートねぎし 本店･猪川店で絶賛販売中！ 

末崎町在住の野里征彦さんの１３冊目の単行本、

震災後文学として高く評価されている。  
大船渡市民体育館 
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